
令和３年１２月 鴻巣市議会定例会一般質問 

 

質問日 令和３年１２月１４日（火） 

 

質問順位１２ 秋谷  修 （一括質問・一括答弁式） 

 

１ 上下水道行政 

 (1) 水道事業 

  ア 水道事業ビジョンにおける事業計画と財政の見通し 

   (ア) 前期事業計画の進捗状況 

    a 安定的な水の確保 

    b 浄水場の耐震化 

    c 管路の耐震化 

    d 水害への対策 

    e 施設能力の適正化 

    f 業務の効率化 

    g 広報・広聴の強化 

   (イ) 財政の見通し 

    a 見通しに変化は 

    b 水道料金の考え方 

 

 

 

質問順位１３ 田中 克美 （一括質問・一括答弁式） 

 

１ 総合政策行政 

 (1) 民間自治体比較サイトについて 

  ア 今回の民間サイトの発表をどのように受け止めているのか 

  イ 今後の本市のシティープロモーションについてはどのように展開していく

のか 

 

２ 危機管理行政 

 (1) 地震発生時の市職員の対応について 

  ア １０月７日２２時４１分頃発生し、本市で震度５弱の揺れを観測した地震

の際の市職員の参集状況は 

  イ 夜間・早朝や休日に地震が発生した場合の市職員の動員・参集体制は 

 

３ 環境経済行政 

 (1) グルメプラス応援隊クーポン券について 

  ア １回目・２回目のグルメ券の効果は 



  イ 今回の効果・目的は 

  ウ 店舗数・業種の変化は 

  エ 配布されない場合は 

 

 

 

質問順位１４ 中野  昭 （一問一答式） 

 

１ 健康福祉行政 

 (1) 第５波コロナ禍の反省点を踏まえた第６波に向けての対応について 

  ア 埼玉県との覚書による本市と保健所との役割内容の改善点について 

  イ 医療提供の危機を防ぐ為の各医療機関におけるコロナベッドの確保につい

て 

  ウ 自宅療養者の生活支援サービスの充実について 

  エ ＰＣＲ検査対応の更なる充実について 

 (2) ３回目のコロナワクチン接種事業について 

  ア 個別接種の開始時期と接種順番について 

  イ 高齢者の接種券の発送時期について 

  ウ 予約方法について 

  エ 交互接種について 

 

２ 都市建設行政 

 (1) 交通安全対策について 

  ア 県道６６号線と県道３６５号線の交差する榛名陸橋北交差点の県道３６５

号線側に右折帯を設置することについて 

  イ 県道３０７号線と市道吹３４５号線の交差する筑波交差点信号機の時間変

更について 

  ウ 市道吹７３４号線「筑波通線」及び市道吹６９１号線「富士見通線」歩道

部分の舗装打替えについて 

 

 

 

質問順位１５ 加藤 英樹 （一括質問・一括答弁式） 

 

１ 環境経済行政 

(1) 経済対策について 

ア 経営革新計画を促進する条例制定に伴う実施計画の策定と個別の事業者支

援の状況と今後の検討課題は 

 (2) 新ごみ処理施設について 

  ア 新ごみ処理施設建設に向けた事務事業の進捗状況について 



２ 都市建設行政 

(1) 鴻巣駅東口の自由通路等を活用したエレベーターの設置の検討 

  ア 現在までの検討の内容は 

  イ 設置に向けての課題や今後の取組について 

 

 

 

質問順位１６ 菅野 博子 （一問一答式） 

 

１ 都市建設行政 

 (1) 鴻巣駅東口駅通り地区再開発事業について、審理委員制度の公平性を問う 

  ア 行政不服審査会の目的に沿った公平な選定がされているか 

  イ 固定資産税の適正な課税を問う 

  ウ 「権利変換前の仮住まい家賃補償」も市が補助金で行っている。これで公

平な市政といえるのか 

  エ 本町１丁目２８２９番地４の建物補償は正確に行うべきではないか 

 

２ 福祉行政 

 (1) 介護保険制度について 

  ア ２０２１年４月から介護認定の更新期間が最長で４年間に延長されました

が、介護サービスへどのような影響があるか 

  イ ２０２１年度介護保険料改定で、県内の自治体では据え置き１２自治体、

引き上げ４４自治体。引き下げた７自治体では平均１，８２３円の引き下

げが実施された。保険料の見直しで負担軽減についての考えは 

  ウ 経営が悪化した介護事業所の実態と対策は 

 

３ 危機管理行政 

 (1) 自衛官募集について 

  ア 令和３年度予算で自衛隊募集事務委託金が４７，０００円計上された。本

市の募集状況について名簿提供はどのように行われているのか 

  イ 防衛省は自衛隊法９７条や同法１２０条を根拠とし、１８歳と２２歳の住

民の個人情報提供を求める要請を全国の自治体に文書で行っています。憲

法９条の下で「平生から他国を攻撃する、攻撃的な脅威を与えるような兵

器を持つことは憲法の趣旨ではない」と説明してきました。本市の対応を

問います。 

 

４ 教育行政 

 (1) 中学生制服「ジェンダーレス制服」の導入について 

ア 性別に関係のなく自由に制服を選べる公立中学校が増え始めています。岐

阜県内の公立中学校では、性別に関係なく着られるジェンダーレスの制服



を導入しています。導入した理由は「ＬＧＢＴへの配慮」「生徒の個性や意

思の尊重」「冬場の登下校がスカートは寒い」との意見が多かったとのこと

です。本市の取組について伺います。 


